2016年7月
多様就業型ワークシェアリング制度導入について
株式会社きると　　　　

代表取締役　中村　恒孝　
私たちは、「一般の企業と同じ仕組みの中で、障害者雇用を実現する」。そのために、豊中市・伊丹市の支援を受け、ＮＰＯや社会福祉法人など非営利・営利組織の議論は有りましたが、私たちはあえて営利法人の株式会社として設立しました。当初、障害の程度も重度から軽度、年齢も高校卒業者から50歳代の者まで幅広く採用し、民間の企業では実現できなかった正規雇用の取り組みを進めました。つまり、定年まで働ける正規雇用とフルタイム雇用を柱としています。また、設立前から、障害者雇用に向けて、支援人材育成も進めて参りました。
リサイクル事業を開始し5年目を迎えた今年、また昨年から体力的な問題や障害に起因する問題が頻発しており、個々人の適性にあった就労の有り方が問われています。昨年12月には社員に危害がおよぶ危険性の排除ができず、退職という残念な結果となりました。ほかにも、精神面での問題やセクシュアルハラスメントなど風紀や規律違反がありました。一方、研修や資格取得などの職業支援、そして、相談員制度の導入や支援機関、医療機関との連携も強化してまいりました。そうした中で、もっと働きやすい就労環境づくりに向け、このたび、雇用のあり方を再検討することといたしました。
多様就業型ワークシェアリング制度導入であります。多様な働き方を提供することを通して、より多くの皆様に雇用機会を与えることを目的としています。また、私たちにとっても、人材の確保と活用を図る点で大きな効果が期待できます。つまり、私たちが「多様就業型ワークシェアリング」を進めることで、これまで働いていなかった就労可能な人材を活用できるとともに、労働時間の短縮により正社員のモラールが向上し、生産性の向上につながるという効果が得られます。

現在働いている人にとっては、フルタイム勤務（長時間労働）一辺倒の働き方ではなく、自らのライフスタイルやライフステージに応じた多様な働き方が実現できるとともに、様々な制約によって就業の継続ができなかった人や就業の機会を得られなかった人たちにとっては、継続して就業することが可能となったり、新たに就業の機会が得られたりすることとなります。
最後に、私たちは、「一人の落伍者も出さない」と役員会で話し合い、事業開始直後、交通事故にあった社員を退職させることなく、就業規則を改正し、復帰支援して参りました。どこまで支援できるかと自分自身の力のなさに反省ですが、効率の論理で排除を進めれば、止め処なく排除は広がり、支援することを放棄しても、「きると」という会社としての存在意義は薄れてしまうでしょう。もう一度、「私たちは何のために会社を設立したのか？」、起業の原点に私たちは立ち返りたいと思います。
障害者が働きたいという声を如何にして実現していくか？私たちが悩み、苦労して取り組んでいる成果を社会的に認められる日が必ずあります。水前寺清子さんの歌「365歩のマーチ」をご存知ですか？「3歩進んで2歩下がる。人生はワンツウーパンチ・・・」。

これからも、皆さんからご提案いただき、1歩でも私たちの会社の歩みを前に進めましょう。

皆様のお力をぜひ、お貸しください。
